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研究成果の概要： 

以下の研究会，コンファレンス等を通じて，契約理論の研究および契約理論アプローチの応

用研究の，複数大学にまたがる国際水準の研究拠点を形成する成果をあげてきた．(a) 2 年間

合計18回の定期研究会 (b) 各年度8月上旬の夏期コンファレンス (c) 各年度12月の台湾(台

北)中央研究院(Academia Sinica)との日台契約理論コンファレンス (d) 台湾(台北)中央研究

院(Academia Sinica)における契約理論の特別講演 (e) 本研究の研究代表者が一橋大学著名外

国人研究者等特別招聘事業により招聘した，マサチューセッツ工科大学（MIT）教授 Robert 

Gibbons 氏の連続講義への参加(平成 20 年 3 月 3～7日)． 
 
交付額 

                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2007 年度 5,300,000 1,590,000 6,890,000 
2008 年度 6,000,000 1,800,000 7,800,000 

総 計 11,300,000 3,390,000 14,690,000 
 

 
研究分野：社会科学 

科研費の分科・細目：経済学・理論経済学 

キーワード：ミクロ経済学・契約理論 
 
１．研究開始当初の背景 

「あらゆる社会制度におけるインセンテ
ィブの分析」を行う現代の経済学者は，人の
行動を望ましくない方向に導くさまざまな
インセンティブ問題を，「モラル・ハザード」
「アドバース・セレクション」「ホールドア
ップ問題」「ソフトな予算制約の問題」など
のことばで整理し共有するようになった．そ
の背景には，適切なインセンティブを「設計」
するという「インセンティブ設計」の問題を
明示的に扱う，契約理論(contract theory) 
の進展がある．その応用範囲は，金融，コー
ポレート・ガバナンス，会計制度や権限配分，
人事制度，競争政策，環境規制，垂直的取引，

診療報酬，地方分権，所得分配，政治過程，
企業の不法行為と情報開示，法の経済分析等，
多岐にわたっている．これらの分野への応用
については，伊藤・小佐野(2003) が展望論
文を提供している．また，マクロ経済学にお
ける契約理論の重要性は，定評ある上級テキ
ストの新版に反映されている(齊藤，2006)．
開発経済への応用は，国際学会エコノメトリ
クス・ソサエティが 5 年に 1 度開催する世
界大会の第 8 回大会での招待講演のひとつ
で扱われている(Banerjee, 2003)． 

契約理論の有効性はすでに欧米では確立
しており，複数のノーベル経済学賞受賞者
(Arrow，Coase，Mirrlees，Vickrey，Akerlof，



Spence，Stiglitz) の研究は，契約理論の発
展と密接に関連している(伊藤・小佐野, 2003, 
第 1 章)．大学院レベルの教科書も出版され
て い る (Bolton and Dewatripont, 2005; 
Salani´e,2005; 伊藤, 2003)．研究者の層
も厚く，たとえば国際学会エコノメトリク
ス・ソサエティ第 8 回世界大会(シアトル，
2000) では，84 名のプログラム委員中 9 名
(研究代表者を含む) が契約理論(contract 
theory)を専門分野に掲げている． 
 
２．研究の目的 

本研究の目的は，次の 3 点にまとめられる． 
(1) 「価格理論」「ゲーム理論」とともに，
現代ミクロ経済理論の 3 本柱のひとつであ
る「契約理論(contract theory)」の理論上
の発展に貢献する． 
(2) 契約理論アプローチという共通の視点
から，企業組織，産業組織，および政府組織
の理論・応用分析を行う． 
(3) 以上の研究蓄積を通じて，契約理論の研
究および契約理論アプローチの応用研究の，
複数大学にまたがる国際水準の研究拠点を
形成する． 
 

ゲーム理論などと比べて，日本において契
約理論に対する認識は依然として非常に低
い．契約理論自体および契約理論アプローチ
による応用研究を行う研究者の数は，たとえ
ば寡占モデルと比べて著しく少ない．そのた
め日本発の契約理論の厳密な理論研究の蓄
積は国際的にみて不十分なままで，そのこと
が契約理論とその応用研究の進展を妨げる，
という悪循環に陥っている．本研究の意義は，
まず，複数の大学にまたがる研究拠点を形成
して理論研究成果を蓄積することによって，
この悪循環を断ち，契約理論アプローチによ
る応用研究のための基礎を与えることにあ
る．「契約理論」の研究者の層は日本では薄
く，授業自体を提供する大学もきわめて少数
なため，複数の大学にまたがる研究拠点を形
成することは不可欠である．さらに，国外研
究者との研究交流を密にしていくことによ
って日本における契約理論の研究水準を国
際レベルへと向上させ，学会や学術成果を通
して国際的な認知度を高め，日本発の理論研
究を世界に向けて発信することにもうひと
つの意義がある． 
 

本研究は，大きく基礎理論研究と応用理論
研究に分かれる． 

まず基礎理論研究では，これまでの契約理
論の発展をふまえて，主に以下の点について，
国際水準の貢献を行い，応用理論分析のため
の分析手法を開発することを目的とする． 
・交渉と契約の比較分析．交渉理論と契約理
論の相互浸透． 

・不完備契約とホールドアップ問題の分析の
深化． 
・関係的契約とフォーマルな契約の間のイン
タラクション． 
・契約理論の一般均衡論的拡張． 
・行動契約理論と契約理論の実験の可能性． 

一方応用理論研究は，国際水準であり，か
つ幅広い応用分析の基礎となる理論研究蓄
積をめざすという見地から，契約理論との関
連が密接な(広い意味での) 「組織」の理論
分析に絞る．そして基礎理論研究の成果を取
り入れながら，独創的な理論貢献をそれぞれ
の応用分野で行う． 
・産業組織：公益事業におけるネットワーク
設備，垂直的取引関係，インセンティブ規制
など． 
・企業組織：コーポレート・ガバナンス，コ
ーポレート・ファイナンス，人事制度，組織
構造，権限関係，およびこれらの経営機能の
諸側面間の関連など． 
・政府組織：独立行政法人化，選挙制度，規
制主体分割など． 
 
３．研究の方法 
本研究プロジェクトは，研究代表者，研究

協力者，大学院生等が，契約理論と組織の経
済分析に関する各自の研究の原案を定期的
に研究会で発表し，研究会での他の研究者か
らの意見や批判を参考にしてその原案を改
善し，最終的な研究成果をまとめていくとい
うスタイルをとった． 
平成 19 年度，20 年度のいずれも，毎月(通

常) 第 3 土曜日に京都または大阪で定期研
究会を開催した．この研究会の前身(契約理
論研究会) はすでに 1996 年以来 10 年の実
績を持ち，国内では契約理論の貴重な拠点と
して認知されている．また，徐々に海外でも
知られつつある．研究代表者，研究分担者の
大部分は，現在この研究会の中心的メンバー
として活動しており，また国内を代表する契
約理論およびその応用分析研究者として，本
研究の目的と関連した研究成果を蓄積しつ
つある．研究会には関東・関西在住の若手研
究者，大学院生の定期的な出席も認め，希望
者には報告の機会を与えた． 
すでに国内では認知され，海外からも注目

されはじめているとはいえ，国際的に最先端
の水準に引き上げ，海外での認知度を高める
ために，海外から新進気鋭の関連研究者を随
時招聘して，研究全体の水準を高めていくこ
とも行った． 
 
平成 19 年度： 
・8 月に北海道大学にて 2 泊 3 日程度で夏
期コンファレンスを開催し，主要な問題提起
と研究プロポーザルを集中的に討議した． 
・12 月には台湾の中央研究院(Academia 



Sinica) と，共同コンファレンスを台北で開
催した．  
・研究成果の中間報告のために，研究代表者，
研究分担者，およびその他研究協力者が，国
内外の学会，セミナーにて積極的に報告を行
った． 
・研究進捗状況に応じて国内外の学術雑誌へ
の投稿を行った． 
平成 20 年度： 
・8 月に 2 泊 3 日程度で夏期コンファレン
スを開催して，研究成果の深化と共有をはか
った． 
・台湾の中央研究院(Academia Sinica) との
共同コンファレンスを継続し，アジアにおけ
る契約理論の拠点としての機能を確立した． 
・研究成果報告のために，研究代表者，研究
分担者，およびその他研究協力者が，国内外
の学会，セミナーにて積極的に報告を行った． 
・研究進捗状況に応じて国内外の学術雑誌へ
の投稿を行った． 
 
４．研究成果 

以下，まず「研究成果の概要」の(a)～(e)
に対応する内容を詳しく記述する． 
 
(a) 平成 19 年度，20 年度いずれも，4～7，
10，11，1～3月の通常第 3土曜日に，京都ま
たは大阪で定期研究会を開催した(2 年間の
合計 18 回)．毎回の研究会では，2 名の研究
者が報告を行い，関東・関西在住の研究者，
大学院生を中心に常時 20 名程度の参加者に
よる活発な議論が行われ，報告者・参加者双
方の研究水準を高めることに大きく貢献し
た．報告者，報告題目は [その他] にあるウ 
ェブサイトを参照されたい．国際水準の拠点
形成という目的と整合的に，報告内容はほと
んどが英文の未公刊研究論文に基づいてお
り，その一部は国内外の学会・コンファレン
ス等でも報告されている．また，平成 20 年 5
月には，国際ネットワーク形成のために，こ
の分野の中心的研究者のひとりであるフラ
ンス・トゥールース大学の Jacques Cremer
氏と新進気鋭の研究者である Eric Chou 氏
(台湾國立清華大學)に報告いただいた． 
 
(b) 平成 19 年度は 8 月 5～7 日，平成 20 年
度は 8 月 3～5 日，に北海道大学にて夏期コ
ンファレンスを開催し，主に大学院生，若手
研究者の未完成の論文・アイディアを完成に
近づけることを目的として，集中的に討議を
行った．平成 19 年度は 14 の報告，平成 20
年度は 13の報告が行われた．多くの報告は，
今回の議論をベースに研究論文として完成
され，学術雑誌に投稿中である． 
 
(c) 台湾（台北）の中央研究院(Academia 
Sinica)と共催で，平成 19 年度は 12 月 8 日

に中央研究院(Academia Sinica)にて第 1 回
の日台契約理論コンファレンスを開催した．
日本側から 3名，台湾側から 3名の報告が行
われ，多数の参加者を交えて議論が行われた．
契約理論をテーマとしたコンファレンスは
国際的にもほとんど例がなく，大きな注目を
集めることになった．平成 20 年度は 12 月 13
日に，京都大学にて第 2回の日台契約理論コ
ンファレンスを開催した．日本側から 2 名，
台湾側から 2名の報告，および契約理論の分
野の最先端で活躍中の Wouter Dessein 氏(米
国コロンビア大学)の特別報告が行われ，多
数の参加者を交えて活発な議論が行われた． 
 
(d) 国際ネットワーク形成のために，本プロ
ジェクトの研究代表者(9 月 26 日 )が
Relational Contracting，連携研究者の小佐
野広(11月14日)がCorporateGovernance and 
Contract Theory，石黒真吾(9 月 24 日)が
Contract Theory, Contracts and Markets を
テーマに，台湾(台北)中央研究院(Academia 
Sinica)にて特別講演を行った．[その他] に
あるプログラムを参照されたい． 
 
(e) 本研究の関係者の多くは，平成 20 年 3
月 3～7 日，研究代表者が一橋大学著名外国
人研究者等特別招聘事業により招聘した，マ
サチューセッツ工科大学(MIT)教授の Robert 
Gibbons 氏の連続講義に参加した．テーマは
契約理論とその応用としての組織の経済学
で，講義の間には研究交流の時間も多数設け
た． 
研究代表者は，Gibbons 教授から帰国後に以
下のメッセージを受けとった． 
「最後に，日本全国から多数の若手研究者が
講義に参加するような研究ネットワークを
築いてきた，あなたの努力に賛辞を送りたい．
彼らは講義中の議論に大きく貢献してくれ
たし，また，彼らと研究について話し合うこ
とができたことは素晴らしかった．」現在，
本研究の成果として築きあげられつつある
国際水準の研究ネットワークをさらに拡張
するプロジェクトを，Robert Gibbons 氏等と
話し合っている． 
 
さらに本研究では，契約理論の分野で研究

を行う一橋大学商学部ジュニアフェロー(ポ
スドク相当)である森谷文利氏が，米国およ
び欧州の 3つの学会で研究報告を行うことを
サポートした．「主な発表論文等」の[学会発
表]における，Fumitoshi Moriya を参照され
たい． 
 
５．主な発表論文等 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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Price Regulation, ヨーロッパ産業組織論学会
(European Association for Research in Industrial 
Economics, EARIE), 2008 年 9 月 4 日，フラン
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